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Event-Bによる列車監視システムのモニタリング要件の検証
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概要：本稿では，列車監視システムの仕様を形式手法 Event-Bによって検証したケーススタディについて
報告する．列車監視システムとは，信号機などの設備の状態データを受信し，それら状態データに基づい
て列車運行状況をモニタ表示するシステムである．本ケーススタディでは，与えられた仕様に基づいて
Event-Bモデルを作成し，仕様が活性に関する性質を満たすことと，与えられた仕様に矛盾のないことを
検証した．Event-Bモデルを使った活性検証のためには，バリアントなど，特定の条件を満たす論理式を
発見的に作成する必要がある．本稿では，対象の列車監視システムにおいて上記論理式を作成する方法を
提案する．また仕様の矛盾検証では，リファイメントに基づく従来の手段では検証不可能な，外延的かつ
部分的に与えられた仕様と内包的に与えらえた仕様との間の矛盾検証方法を提案する．これらの提案方法
は，本稿で対象とした列車監視システムに限らず，任意のシステムに対して応用が見込める．
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Abstract: We report on a case study in specifying and verifying a train monitoring system. This system
receives data from railway equipment, such as signals, and it displays their latest status on a monitor. We
model the system in Event-B and establish invariants about its behavior. We also prove that the system
satisfies liveness properties using our models. To prove the liveness properties, we find particular formulas
such as variants in our models. Another challenge we address is proving the consistency of existing specifica-
tions with our models. Specifically we compare intensional specifications with partially defined extensional
specifications. Our approach will be also useful to verify other systems.
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1. はじめに

本稿では，列車監視システムの仕様を，形式手法Event-B

を用いて検証したケーススタディについて報告する．

鉄道分野はシステムの高安全性・高信頼性が要求され

る分野であるため，従来からソフトウェアの高信頼化を

目的とした形式手法の適用が推進されている．また近年
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では，鉄道向け機能安全規格 BSEN50128の高レベル水準

（Software Safety Integrity Level 3および Level 4）におい

て，開発上流から下流までの一貫した整合性保証の手段と

して形式手法が強く推奨されていることから，同規格認証

取得のための手法としても適用が検討されている．

従来の鉄道分野における形式手法の適用は，モジュール

の機能仕様とその機能実現のための手続き仕様との整合性

検証など，開発下流工程が主な対象で，BメソッドやVDM

の適用が主流であった [1], [2], [3], [4], [5], [6]．一方で開発

上流工程に対しては，近年の Event-Bの普及にともない，

文献 [7], [8], [9], [10]に見られるようなケーススタディが報
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告されるようになってきた．Event-Bとは，Bメソッドを

開発上流工程向きに発展させた手法である [10], [11]．

Event-Bによる検証では，対象システムごとに異なるモ

デルを作成する必要がある．このモデルの作成方法は一般

化されておらず．システムの機能や構造，あるいは求めら

れる要件に応じて，どのようにモデルを構成するかが課題

となる．現状は，検証者の持つノウハウに従ってモデル記

述を行うため，検証者の経験量やセンスによっては何度も

試行錯誤を繰り返すことになる．そのため，類似のシステ

ムおよび要件を検証した成功事例が存在する場合は，その

事例を模倣してモデルを作成するのが有効である．

本ケーススタディでは列車監視システムを対象に，

Event-Bによる仕様検証を行った．列車監視システムは，

路線に設置された信号機や軌道回路などの設備の状態を表

す設備状態データを周期的に受信し，その演算結果をモニ

タに表示する機能を備える．このような監視機能を備える

システムはコンソールシステムと呼ばれ，鉄道以外にも電

力や水道など多くの分野において運用されている．また本

ケーススタディでは，「入力データに応じて漏れなく，誤り

なくモニタ表示を行う」という，多くのコンソールシステム

に共通的に求められる要件を検証した．著者らの知る限り，

Event-Bによるコンソールシステムの検証事例は報告され

ていないため，本ケーススタディは，Event-Bによってコン

ソールシステムを検証する際の先行事例として有用である．

対象の列車監視システムには，設備状態データを受信した

後に必ずモニタ表示するという，活性（Liveness Property）

に分類される性質が求められる．Event-Bや Bメソッドに

おいて活性を検証する方法は，文献 [12], [13], [14], [15]な

どで提案されているものの，これらの方法で検証を実施す

るためには，特定の条件を満たす適切な論理式を発見する

必要がある．著者らの知る限り，それらの論理式を発見す

る機械的な方法は提案されていない．そこで本稿では，上

記論理式の発見方法を提案する．本提案方法は，列車監視

システムをはじめとするコンソールシステムに限らず，同

種の活性が求められる任意のシステムの検証に有効である．

また列車監視システムの仕様は，設備データに対する正

しいモニタ表示結果を定義する外部仕様と，設備データ演

算の手続きを定義する内部仕様によって定義される．こ

のとき，内部仕様に基づくモニタ表示結果は，外部仕様と

して別途定義される結果と矛盾しないことが求められる．

Event-Bでは，外部仕様をモデルに導入した後，リファイ

メントと呼ばれる方法によって内部仕様を導入すること

で，双方の仕様が一致し，矛盾しないことを示せる．とこ

ろが対象の列車監視システムでは，具体値によって外延的

かつ部分的に外部仕様が与えられるため，外部仕様が仕様

を定義する範囲（定義域）は内部仕様よりも狭い．つまり，

仕様間に矛盾がない場合でも両者が一致することはないた

め，上記方法では矛盾を検証できないという問題がある．

そこで本稿では，内部仕様と一致する仮想的な外部仕様を

導入して従来のリファイメントを実施した後，実際の外部

仕様が上記仮想的な外部仕様に含まれるかを判定すること

で，仕様の矛盾検証を行う方法を示す．本提案方法もコン

ソールシステムに限らず，外延的かつ部分的に外部仕様が

与えられる任意のシステムに対して有効である．

以下，2章では Event-Bについて簡単に説明する．3章

では，対象とする列車監視システムについて説明する．4章

と 5章では，検証の課題と解決方法を述べる．6章では解

決方法に基づいて作成した Event-Bモデルと，その検証方

法を示す．7章では，検証結果を示し，8章では結果の評

価を行う．9章では関連研究について述べ，最後に 10章で

結論をまとめる．

2. Event-Bの概要

Event-Bは，Bメソッドを開発上流工程に向けて発展さ

せた形式手法であり，Bメソッドの前提となるモジュール

の機能仕様を，システムの要件に基づいて正しく導くこと

が主目的といえる．Bメソッドと同様に集合論や一階述語

論理を道具に用い，システムの詳細化の手続き（リファイ

メント）の正しさを証明することで，誤りのないシステム

を開発するという考え方（Correctness by Construction）

を採用している．

2.1 コンテクストとマシン

Event-Bのモデルは，コンテクストとマシンから構成さ

れる．コンテクストでは，システムの静的な要素を定義

する．データ構造を表現するために必要なキャリア集合

（Carrier Sets）や関数などを表す定数（Constants）を宣言

するとともに，宣言した定数の性質を公理（Axioms），あ

るいは定理（Theorems）として定義する．定理は証明が

必要であるが，公理は前提として扱われるため証明は不

要である．またコンテクストは他のコンテクストを拡張

（Extends）しても作成できる．

一方マシンでは，システムの動的な要素を定義する．シ

ステムの状態などを表す変数（Variables）を宣言し，宣言

した変数間に成立する条件をインバリアント（Invariants）

あるいは定理（Theorems）として定義する．また，変数

に値を代入するイベント（Events）でシステムの振舞いを

定義する．また，マシンは他のマシンをリファイメント

（Refines）することでも作成できる．マシンはコンテクス

トを参照（Sees）する．

イベントは，システムの離散的な状態遷移を表現してお

り，ガード条件とアクションから構成される．ガード条件

は変数や定数を参照する式であり，ガード条件が成立する

場合にイベントは発火可能である．アクションは変数への

代入文であり，ガード条件が成立しイベントが発火した際

に実行される．
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2.2 リファイメント

リファイメントはマシンの詳細化を目的とした手続きで

あり，マシンの詳細化のために必要なコンテクストの拡張

も含む．マシンにおけるリファイメントの対象はイベント

であり，ガード条件の強化や，（新しく追加した変数に対す

る）アクションの追加などが可能である．このリファイメ

ントを活用することで，イベントの追加や分割が可能にな

る．たとえばイベントの追加は，skipイベント（空イベン

ト）のリファイメントに相当する．

2.3 証明責務

Event-Bモデルの正しさは，証明責務の証明によって保

証される．証明責務とは，変数間の関係を表すインバリア

ントの正しさや，リファイメントの正しさを表す論理式で，

Event-Bのモデル記述・証明環境であるRodin platform [16]

によって Event-Bモデルから一定の規則で生成される．生

成された証明責務を証明することにより，Event-Bモデル

に関する性質を保証できる．つまり，Event-Bにおける正

しさの基準は証明責務によって与えられる．

ここでは，本稿で扱う以下の証明責務を紹介する．これ

らの証明責務の厳密な定義，およびその他の証明責務につ

いては，文献 [10]を参照されたい．

【マシンの定理に関する証明責務 THM】マシンの定理

は，（それ以前に記述された）マシンの定理およびインバ

リアントと，参照可能なコンテクストの公理および定理

から導出可能であること．

【インバリアントに関する証明責務 INV】イベントの実

行前にインバリアントが成立するならば，同イベントの

実行後にも同インバリアントは成立すること．

【イベントのシミュレーションに関する証明責務 SIM】

リファイメント後のアクションは，リファイメント前の

アクションを模倣する（矛盾しない）こと．

2.4 イベントの収束性

イベントには，収束性に関する属性として Convergent

あるいはAnticipatedの属性を追加できる．Convergentイ

ベントとは，連続実行した場合にいずれ発火不可能になる

（収束する）イベントである．より形式的には，その実行

によって，バリアントと呼ばれるある自然数 Vを減少さ

せるイベントを意味する．バリアント Vは自然数である

ため，バリアント Vが 0まで減少すると，Convergentイ

ベントは発火不可能になる．また Anticipatedイベントと

は，Convergentイベントの合間に実行しても，Convergent

イベントの収束を妨げないイベントである．より形式的に

は，その実行によって，上記バリアント Vを増加させない

イベントを意味する．

Convergentあるいは Antitipatedの属性を付してイベン

トを宣言した場合は，上記性質を満たすバリアントVを記

述する必要がある．またその場合，以下の証明責務の証明

が課される．

【Convergent イベントの証明責務 VAR1】当該 Con-

vergentイベントの実行によってバリアント Vが減少す

ること．

【Convergentイベントの証明責務NAT1】バリアント

Vは自然数であること．

【Anticipatedイベントの証明責務VAR2】当該 Antic-

ipatedイベントの実行によって Convergentイベントの

バリアント Vが増加しないこと．

【Anticipatedイベントの証明責務NAT2】バリアント

Vは自然数であること．

3. 列車監視システムの監視機能

本研究で題材とした列車監視システムは，列車運行状況

を示す信号機や軌道回路などの設備の状態をモニタ表示し，

必要に応じて鉄道指令員からの制御操作を受け付けて列車

集中制御装置へ送出するコンソールシステムである．鉄道

指令員に対してモニタ表示を行う監視機能と，鉄道指令員

から制御命令を受け付ける制御機能で構成されるが，本研

究ではこのうち監視機能のみを対象とする．以降，対象シ

ステムという場合，この監視機能を意味する．

3.1 外部環境

対象システムの外部環境は，列車集中制御装置とその監

視対象である設備，および鉄道指令員に関する定義として

与えられる．

まずは，信号機などの設備に関する仮定を与える．

Assumption 1：設備の数は有限である．

Assumption 2：設備は，（信号機の表示など）可変な状

態を表す物理状態と，（信号機の配置や他設備との関係

など）不変な設定を表す物理設定を持つ．

設備の物理状態は，列車の運行によって変化する場合や，

他装置からの入力によって変化する場合もある．本研究で

は，設備の物理状態を変化させる主体を限定せず，設備の

物理状態は任意に変化すると仮定する．

Assumption 3：設備の物理状態は，任意のタイミング

で任意の値に変化する．

次に，列車集中制御装置に関する仮定を与える．列車集

中制御装置は，路線に設置された設備を 1カ所で遠隔監視

および制御するための装置である．設備の物理状態を取得

して設備状態データを作成し，周期的に列車監視システム

へ送信する．本研究ではより一般化し，任意のタイミング

で設備状態データを作成・送信すると仮定する．また設備

状態データは主に設備の物理状態に基づいて作成される

が，一部の設備状態データは，列車監視システムの制御機

能が送信する制御命令に基づいて作成される．
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Assumption 4：列車集中制御装置は任意のタイミング

で物理状態を取得して設備状態データを作成し，列車

監視システムへ送信する．設備状態データの送受信に

際しては，データ改ざんや紛失の可能性はない．

Assumption 5：列車集中制御装置は，受信した設備の

物理状態，および受信した制御命令に基づいて設備状

態データを作成する．

最後に，制御命令を入力する鉄道指令員に関する仮定を

与える．

Assumption 6：鉄道指令員は，（コンソールシステム

の制御機能を介して）任意の設備に対する制御命令を，

任意のタイミングで列車集中制御装置へ送信する．

3.2 システム仕様

次に，対象システムの内部構成を定義する．

Specification 1：列車監視システムの監視機能は，演算

モジュールと表示モジュールから構成される．

Specification 2：演算モジュールは，列車集中制御装

置から受信した設備状態データを読み出し，設備状態

データと設備設定データを演算することで，表示デー

タを作成する．表示データ演算の過程で，中間データ

を作成する場合もある（表示データ演算処理）．

Specification 3：表示モジュールは，作成した表示デー

タに基づいて設備の状態をモニタ表示する（モニタ表

示処理）．

Specification 4：表示データ演算処理の後は，必ずモニ

タ表示処理を実行する．いずれかの処理のみ連続で行

うことはない．

設備設定データは設備に関する不変データであり，設備

の物理設定に基づいて一意に決定される．表示データは設

備のモニタ表示方法を示す可変データであり，表示データ

の値とモニタ表示結果は 1対 1に対応付く．

また設備設定データは，設備配置情報などを含む物理設

定から，監視機能の観点で必要な情報を抽出しデータ化

した結果である．よって本研究では，物理設定は設備設定

データと同等の情報を持ち，設備設定データは物理設定に

依存すると仮定する．

Assumption 7：物理設定は設備設定データと同等の情

報を持ち，設備設定データは物理設定に依存する．

以降では簡単のため，システムの入力となる設備状態

データと物理設定を合わせて，入力データと呼ぶ．

ここで，上記入力データと，出力であるモニタ表示結果

の対応関係を表す仕様を外部仕様と呼ぶことにする．本対

象システムにおける外部仕様は，具体値によって外延的に，

かつ部分的に与えられる．この外延的かつ部分的な外部仕

様は，テストケースとしても使用される．また，システム

を実現する表示データ演算処理，およびモニタ表示処理の

図 1 列車監視システム監視機能とその外部環境の構成

Fig. 1 Structure of train monitoring control system and its

environment.

仕様を，内部仕様と呼ぶことにする．本対象システムでは，

IF-THEN-ELSE制御構造の手続き仕様として内包的に内

部仕様が与えられる．この内部仕様に従ってシステムは実

装される．

対象システムとその外部環境の構成を図 1 にまとめる．

3.3 要件

列車監視システムの仕様設計担当者にヒアリングを行っ

た結果，対象システムの目的は，「入力データに応じて漏れ

なく，誤りなくモニタ表示を行い，列車運行状況を鉄道指

令員に伝達すること」であると分かった．そこで本研究で

は，上記目的を 2つの要件に分割して定義した．以下では，

要件の直観的な意味を自然言語で説明するとともに，LTL

（Linear Temporal Logic）の時相演算子を用いて定義する．

Requirement 1：設備状態データの送信回数が正整数

K回の場合，いずれ必ずモニタ表示回数もK回になる．

【LTL論理式】�(ct = K ⇒ (♦mt = K))

Requirement 2：入力データが外延的かつ部分的な外

部仕様の入力として定義されている場合，そのモニタ

表示結果は，外部仕様の定義する結果と一致する．

【LTL 論理式】�(∀n · n ∈ 1..mt ∧ (ctdSts(n) �→
phyCnf) ∈ dom(EX)

⇒ monSts(n) = EX(ctdSts(n) �→ phyCnf))

時相演算子 “�” を使った論理式 �φ は，今後つねに φ

は真であることを意味する．同様に ♦φは，将来いずれか
の時点で φは真になることを意味する．また上記論理式

に現れる ctは，列車集中制御装置から監視機能への設備

状態データの送信回数を表す変数である．同様に mtはモ

ニタ表示回数を表す変数である．K は任意の正整数を表

す定数である．また，ctdStsは設備状態データを表す変数

で，n回目に送信した設備状態データを ctdSts(n)と表記

する．同様に monStsは，内部仕様に従って出力されるモ

ニタ表示結果を表す変数で，n回目に行ったモニタ表示結

果を monSts(n)と表記する．phyCnfは物理設定を表す定

数である．EXは，外延的かつ部分的に与えられる外部仕
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様を表す関数で，入力データを引数にとり，モニタ表示結

果を戻り値として返す．dom は関数定義域を返す関数であ

り，�→はペアを表す記号である．
Requirement 1ではモニタ表示結果の正しさについて

は言及せず，入力データの回数と同じ回数のモニタ表示が

漏れなく行われることのみを要求する．そして Require-

ment 2において，それらのモニタ表示結果が，外部仕様

と一致する正しい結果であることを要求する．これらの要

件を検証することで，対象システムが上記目的を達成する

かを確認できる．

3.4 対象設備

列車監視システムの監視機能は通常，信号機や軌道回路

をはじめとする数十種類の設備を監視する．本研究ではこ

のうち，信号機の監視機能のみを対象に Event-Bによる検

証を行った．信号機は，設備の中でも最も複雑な中間デー

タおよび表示データの演算を行う設備の 1つであるため，

本研究で扱う代表設備として選出した．

4. システム活性の検証

4.1 課題

Requirement 1は，システムの活性に関する性質であ

る．Event-Bや Bメソッドのような離散的な状態遷移記述

において活性を検証する方法は，文献 [12], [13], [14], [15]

などで議論されてきた．本研究では，Rodin platformの

ツール支援を受けて Event-Bの活性を検証できる文献 [15]

の方法を採用した．

文献 [15]では，活性に関する要件として一般的な “Ex-

istence要件（�♦P）”，“Progress要件（�(P1 ⇒ ♦P2)）”，

“Persistence 要件（♦�P）” に対し，それぞれの証明方法

を示している*1．これらの方法には，上記のとおり Rodin

platformのツール支援を活用できるという利点がある一方

で，証明の過程で使用する特定の論理式を検証者自らが発

見しなければならないという課題がある．上記論理式は，

Event-Bモデルの記述内容に依存するため，検証者はモデ

ルごとに上記論理式を発見する必要がある．そして，著者

らの知る限り，上記論理式を作成する機械的な方法は提案

されていない．

本研究で扱う Requirement 1は上記 Progress要件に

属するため，文献 [15]の検証方法を適用できる．その際，

上述のとおり，証明の過程で使用する特定の論理式を発見

することが課題となる．

以下，課題をより具体化するため，P1，P2をそれぞれ

ct = K，mt = Kとし，文献 [15]に基づくRequirement 1

の検証方法を示す．前提として，Event-Bモデルに含まれる

イベントを，システムの動作を表すシステムイベントと，外

*1 P，P1，P2 はシステムの状態を表すメタ変数．

部環境の変化を表す環境イベントの 2種類に分類する．ま

た以下に表れる φUnitl ψは，φは現在または将来の時点で

真であり，かつ ψはその時点まで真であることを意味する．

【文献 [15]に基づくRequirement 1の検証方法】

(1) システムイベントは，そのガード条件が無限にしばし

ば成立すれば，無限にしばしば実行すること（Strong

Fairness Assumption）を仮定する．

(2) P3 ∧ ¬mt = Kが成立する場合，システムイベント

は収束する，つまりあるバリアント Vを減少させる

Convergentイベントであることを証明する（P3は

システムの状態を表すメタ変数）．

(3) P3 ∧ ¬mt = Kが成立する場合，環境イベントはシ

ステムイベントの収束を妨げない，つまり上記バリ

アント Vを増加しない Anticipatedイベントである

ことを証明する．

(4) P3 ∧ ¬mt = Kが成立する場合，いずれかのシステ

ムイベントは発火可能であること（デッドロックに

陥らないこと）を証明する．

(5) 上記 (1)(2)(3)(4)より，�♦(¬P3 ∨ mt = K)を証明

する．

(6) 全イベントについて，イベント実行前にP3∧¬mt = K

が成立するならば，イベント実行後にはP3∨mt = K

が成立することを証明する．

(7) 上記 (5)(6)より，�(P3 ⇒ (P3 Until mt = K))を証

明する．

(8) �(ct = K ∧ ¬mt = K ⇒ P3)を証明する．

(9) 上記 (7)(8) より，�(ct = K ⇒ ♦mt = K) を証明

する．

文献 [15]では，メタ変数 P1，P2，P3を使って (5)(7)(9)

の証明を与えているため，本稿で改めて証明する必要はな

い．また，(1)は対象システムに対する仮定である．対象

システムにおいては，環境イベントの実行とシステムイベ

ントの実行は独立のため，(1)の仮定は妥当と判断できる．

以上より，本研究では (2)(3)(4)(6)(8)を証明する．(2)(3)

の証明のため，システムイベントを Convergentイベント

として宣言し，環境イベントを Anticipatedイベントとし

て宣言する．(4)(6)(8)の論理式は，インバリアントとして

記述し証明する．

ここで，残りの (2)(3)(4)(6)(8)の証明のため，P3やバ

リアントVに相当する適切な論理式を作成することが課題

となる．以降，P3に相当する論理式を補助式と呼ぶ．

4.2 解決方法

まず補助式 P3を発見する方法を示す．P3に関して証

明すべき性質は，�(P3 ⇒ (P3 Until mt = K))，および

�(ct = K ∧ ¬mt = K ⇒ P3)である．つまり，これらの性

質を満たす P3を発見すればよい．これらの性質は，設備
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図 2 K を境界とした ct と mt の値遷移

Fig. 2 Transition of ct and mt on the boundary K.

状態データ送信回数 ctおよびモニタ表示回数mtと，正整

数 Kで構成されている．よって P3も，ctおよび mtと，

Kに関係すると推測できる．そこで，Kを境界に ctとmt

の値の変化を分析することで，P3を発見する．

本方法を説明するための簡単な例として，mtと ctの値

を更新するイベントとして inc mtと inc ctが存在し，そ

れぞれのイベントが交互に実行される場合を考える．mt

と ctの初期値が等しいとすると，mtと ctの値は図 2 の

状態遷移図のとおり遷移する．

この状態遷移図上で，�(P3 ⇒ (P3 Until mt = K))，

および �(ct = K ∧ ¬mt = K ⇒ P3) が真となるた

めに，P3 が真となるべき状態を見つける．たとえば，

�(P3 ⇒ (P3 Until mt = K))が真になるためには，mtが

Kになるまで P3が真であればよい．よって P3は，mtが

Kになる直前の状態 Aにおいて真である必要がある．同

様に，�(ct = K ∧ ¬mt = K ⇒ P3)が真となるためには，

状態 Bにおいて P3が真であればよい．そこで状態 Aで

成立する論理式 ct < K ∧ mt < K と，状態 B で成立す

る論理式 ct = K ∧ mt > K の論理和をとり，P3 として

(ct < K ∧ mt < K) ∨ (ct = K ∧ mt > K)を得る．

次に，バリアント Vを作成する方法を示す．まずシステ

ムイベントごとに，「当該システムイベントによって減少

し，任意の環境イベントによって増加しない自然数」を表

す式を作成する．これを仮バリアントと呼ぶことにする．

そしてシステムイベントごとに作成した仮バリアントを足

し合わせることで，すべてのシステムイベントによって減

少するようなバリアント Vを作成する．ところが，仮バリ

アントの作成ではある 1つのシステムイベントのみに注目

するため，あるシステムイベントの実行によって，他のシ

ステムイベントの仮バリアントが増加する可能性がある．

たとえば，システムイベント X，Yと，その仮バリアント

vx，vyが与えられたとする．vyの作成時には Xを考慮し

ないため，Xは vxを 1減少させる一方で，vyを 1増加さ

せる場合がある．この場合，vx + vyはバリアント Vとし

て適切ではない．

上記のような場合には，仮バリアントに適切な係数を設

定する．たとえば上記例では，vxに対して係数 2を設定し

2vx + vyとすることで，適切なバリアント Vを得られる．

これらの解決方法は，列車監視システムをはじめとす

るコンソールシステムに限らず，任意の Progress要件を

Event-Bで検証する際に有効と考えられる．本提案方法の

有効範囲については，8章で詳しく考察する．

5. 外延的かつ部分的外部仕様と内包的内部仕
様の無矛盾性の検証

5.1 課題

Requirement 2の検証では，システムの外延的かつ部

分的な外部仕様 EXの定義するモニタ表示結果と，内包的

内部仕様に従って出力されるモニタ表示結果 monStsとの

間に矛盾がないことを検証する．

Event-Bでは，外部仕様に従ってモニタ表示結果を出力

するマシンを，内部仕様に従ってモニタ表示結果を出力す

るマシンにリファイメントすると，「内部仕様は外部仕様

を模倣する」という意味の証明責務 SIMが課される．この

証明責務 SIMを証明することで，外部仕様と内部仕様と

の間に矛盾がないことを示せる．

しかし本研究のように外部仕様を外延的かつ部分的に与

えた場合は，上記方法は適用できない．外延的かつ部分的

な外部仕様は，一部の入力に対してのみ出力を定義するが，

一方で内包的に与えられた内部仕様は，あらゆる入力に対

して（全域的に）出力を定義する．つまり，外部仕様より

も内部仕様の定義域が広いため，内部仕様は外部仕様を模

倣しない．よって，外部仕様と内部仕様が矛盾しない場合

でも，上記証明責務 SIMは証明できない．

以上より，従来のリファイメントによる方法では検証不

可能な，外延的かつ部分的な外部仕様と内包的な内部仕様

の無矛盾性検証が課題となる．

5.2 解決方法

本研究では上記課題解決のため，内部仕様と一致する全

域的な仮想外部仕様 EX totalを導入する．この EX total

は，内部仕様と同じモニタ表示結果を与える理想的な外部

仕様である．EX totalを導入することで，Requirement

2は以下の Requirement 2’に書き換えられ，従来のリ

ファイメントによる方法の拡張で検証を行えるようにな

る．Requirement 2と Requirement 2’の同値性の証

明は付録に記載する．

Requirement 2’：外延的かつ部分的な外部仕様は，全

域的な仮想外部仕様の部分集合である．ただし，入力

データが外延的かつ部分的な外部仕様の入力として定

義されている場合，そのモニタ表示結果は，全域的な

仮想外部仕様の定義する結果と一致する．

【LTL論理式】�(EX ⊆ EX total)

ただし EX totalは，以下の論理式を満たす全域関数で
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ある．

�(∀n · n ∈ 1..mt ∧ (ctdSts(n) �→ phyCnf) ∈ dom(EX)

⇒ monSts(n) = EX total(ctdSts(n) �→ phyCnf))

ここで，内部仕様である表示データ演算処理およびモニ

タ表示処理の入出力関係を表す関数として，CTD 2 SYS

および SYS 2 MONを導入する．CTD 2 SYSは入力デー

タを引数にとり，表示データを戻り値として返す関数であ

る．同様に，SYS 2 MONは表示データを引数にとり，モ

ニタ表示結果を戻り値として返す関数である．

本研究では Requirement 2’の条件を満たす仮想外部

仕様として，上記CTD 2 SYSおよび SYS 2 MONを用い，

EX total = CTD 2 SYS;SYS 2 MONとなる EX totalを

与える．

本提案方法は列車監視システムをはじめとするコンソー

ルシステムに限らず，外延的かつ部分的な外部仕様と，内

包的な内部仕様が与えられる任意のシステムを，Event-B

で検証する際に有効と考えられる．詳しくは，8章で考察

する．

6. Event-Bモデル

本研究で対象とした信号機の監視機能では，表示データ

演算処理において多くの中間データを作成する．そのた

め，作成した Event-Bモデルも多くの変数やイベントを含

む結果となった．本章では説明の簡単化のため，作成した

モデルから中間データに関係する部分を省略して示す．

また本研究では Generic Instantiation [17] を適用して

Event-B モデルを作成した．Generic Instantiation とは，

モデルのテンプレート（テンプレートモデル）を活用して

目的のモデルを得る手法である．Generic Instantiationに

基づく方法では，テンプレートモデルが含む抽象的なキャ

リア集合や定数を，より具体的なデータ構造を持つキャリ

ア集合や定数に置き換えることで目的のモデル（インスタ

ンスモデル）を得る．これにより，インスタンスモデルを

容易に作成できるという利点がある．さらに，テンプレー

トモデルで行ったマシンに関する証明は，インスタンスモ

デルにおいても有効であるため，インスタンスモデル上で

の証明を省略できるという利点もある．

本研究で対象とした列車監視システムの監視機能は，運

用先の路線ごとに基本的な機能や構成が変わることはない．

一方で，入力データの種類やその演算の方法は，路線ごと

に変更される．そこで本研究では，入力データを表すキャ

リア集合やその演算を表す定数を抽象化してテンプレート

モデルを作成し，それらを具体的なキャリア集合や定数に

置き換えることで，路線ごとのインスタンスモデルを作成

した．さらに，Requirement 1の証明をテンプレートモ

デル上で行い，インスタンスモデルにおいてその証明結果

を再利用した．これにより，今後路線ごとのインスタンス

図 3 テンプレートモデルの構成

Fig. 3 Composition of Template Model.

モデルを容易に作成できるとともに，作成したインスタン

スモデルにおけるRequirement 1の検証を省略できるよ

うになる．

一方でRequirement 2は，入力データの種類やその演

算方法に依存するため，インスタンスモデル上で検証した．

6.1 テンプレートモデルの作成

作成したテンプレートモデルの構成を図 3 に示す．

後の 6.3節で作成するインスタンスモデルでは，仮想外

部仕様 EX totalがRequirement 2’の前提条件を満たす

ことを，リファイメントを利用して段階的に証明する．イ

ンスタンスモデルの構成は，そのもとになるテンプレート

モデルに依存するため，上記リファイメントによる証明を

見越してテンプレートモデルを構成する必要がある．その

ため，以下のとおりテンプレートモデルを構成した．

仮想外部仕様 EX totalが満たすべきRequirement 2’

の前提条件とは，「EX total の定義するモニタ表示結果

が，内部仕様に従って実際に出力されるモニタ表示結果

monStsと一致すること」である．そこでまず，仮想外部仕

様EX totalを定義するうえで必要となる外部環境をモデル

化する．モデルを見通し良く記述するため，設備や列車集

中制御装置などの外部環境の要素は，リファイメントを利用

して段階的に追加する．m0 physicalでは，Assumption

1，2，3，7に基づき，路線に設置される物理的な信号機

をモデル化する．m1 ctdでは，Assumption 4，5に基

づき，物理状態値から設備状態データを作成して列車監視

システムへ送信する，列車集中制御装置をモデル化する．

m2 userinputでは，Assumption 6に基づき，鉄道指令

員による制御命令の更新と，その制御命令の列車集中制御

装置への送信をモデル化する．

次に，対象システムの記述をリファイメントによって追

加していく．m3 monitorでは，仮想外部仕様 EX totalに

従ってモニタ表示結果 monStsを出力するように対象シス

テムを記述する．このm3 monitorにおいて，仮想外部仕様

EX totalの定義するモニタ表示結果が，実際のモニタ表示結

果monStsと一致することを証明する．続いてm4 system

では，内部仕様CTD 2 SYSに従う表示データ演算処理と，
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同じく内部仕様 SYS 2 MONに従うモニタ表示処理を導

入し，内部仕様に従ってモニタ表示結果 monStsを出力す

るように詳細化する．m3 monitorからm4 systemへのリ

ファイメントの際に課される証明責務 SIMを証明するこ

とで，「仮想外部仕様 EX totalの定義するモニタ表示結果

が，内部仕様に従って実際に出力されるモニタ表示結果

monStsと一致する」というRequirement 2’の前提条件

を証明できる．

最後にm5 verificationにおいて，Requirement 1の検

証に必要なインバリアントやバリアントを記述し証明する．

6.2 Requirement 1の検証

4.1節に示した検証方法に従い，Requirement 1の検

証に必要なインバリアントやバリアントをm5 verification

に記述した．本節では，その際に課題となった補助式 P3

およびバリアント Vの作成方法を示す．

まずはじめに，補助式 P3の作成方法を示す．4.2節に示

した方法に従い，Kを境界に ctとmtの値変化を分析する．

ctおよび mtは，列車集中制御装置による設備状態データ

の作成を表す環境イベント ctdUpdateStatusと，モニタ表

示処理に対応するシステムイベント monUpdateStatusに

よって増加する．また stは，表示データの演算回数を表す

変数で，表示データ演算処理に対応するシステムイベント

sysUpdateStatusによって増加する．これらのイベント記

述を以下に示す．

ctdUpdateStatus =̂

BEGIN

atc1：ct := ct + 1

act2：ctdSts(ct + 1)

:= PHY 2 CTD(phySts �→ ctrlSts)

END

sysUpdateStatus =̂

WHEN

grd1：st 
= ct

grd2：st = mt

THEN

act1：st := st + 1

act2：sysSts(st + 1)

:= CTD 2 SYS(ctdSts(st + 1) �→ phyCnf)

END

monUpdateStatus =̂

WHEN

grd1：mt 
= st

THEN

act1：mt := mt + 1

act2：monSts(mt + 1)

:= SYS 2 MON(sysSts(mt + 1))

図 4 K を境界とした ct と mt の値遷移

Fig. 4 Transition of ct and mt on the boundary K.

END

grdや actは，それぞれガード条件とアクションのラベ

ルである．sysSts(n)は，n回目に作成した表示データを表

す変数である．phyStsと ctrlStsはそれぞれ，物理状態と

制御命令を表す変数である．PHY 2 CTDは，物理状態と

制御命令から設備状態データを作成する列車集中制御装置

の仕様を表す関数である．

上記イベント記述より，ct，st，mtに対して以下のイン

バリアントが成立する．invはインバリアントのラベルで

ある．

inv1：st � ct

inv2：mt � st

inv3：st � mt + 1

これらのイベントおよびインバリアントより，ctおよび

mtは図 4 のとおり遷移することが分かる．

この状態遷移図上で，�(P3 ⇒ (P3Until mt = K))，およ

び�(ct = K∧¬mt = K ⇒ P3)が真となるために，P3が真

となるべき状態を見つける．�(P3 ⇒ (P3 Until mt = K))

が真となるためには，mtが Kになるまで P3が真であれ

ばよい．mt は状態 4 および状態 5 で K になるため，P3

はそれらの直前の状態 2および状態 3で真であればよい．

同様に，�(ct = K ∧ ¬mt = K ⇒ P3)が真となるために

は，ct = K ∧ ¬mt = Kのときに，P3が真であればよい．

ct = K ∧ ¬mt = Kは，状態 2で成立するため，P3は状

態 2において真であればよい．以上より，状態 2および状

態 3において真となるように，P3を構成すればよいと分

かる．そこで，mt < ct = Kとmt < K < ctの論理和をと

り，補助式 P3として mt < K ∧ K � ctを得る．

次に，P3 は mt < K ∧ K � ct であることを前提に V

を作成する．まず，システムイベント sysUpdateStatus

および monUpdateStatusに対して仮バリアントを作成す

る．インバリアント inv1より，sysUpdateStatusは ct− st

を減少させる．また同様に，インバリアント inv3 より，

sysUpdateStatus は mt + 1 − st を減少させる．しかし，

ct − stは，環境イベント ctdUpdateStatusにより増加す
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るため，仮バリアントの要件を満たさない．以上より，

sysUpdateStatusの仮バリアントとして mt + 1 − stを選

択する．

monUpdateStatusについても同様で，インバリアント

inv2に着目することにより仮バリアント st−mtを導ける．

ここで，ある適切な係数 aと bを用いると，バリアントV

は a(mt+1− st)+b(st−mt)と表せる．sysUpdateStatus

は monUpdateStatusの仮バリアント st − mtを増加させ

るため，a > bとなるような係数を選択すればよい．一方

で，monUpdateStatusは sysUpdateStatusの仮バリアン

トmt + 1− stを増加させるため，b > aとなるような係数

を選択する必要があり，これらは矛盾する．つまり，これ

らの仮バリアントの組合せでは，バリアント Vを作成でき

ない．

そこで，システムイベントによって操作されない正整数

Kの利用を考える．上記 P3よりmt < Kが成立するため，

monUpdateStatusの仮バリアントとして K − mt を導け

る．この場合，バリアントVは a(mt+1− st)+b(K−mt)

と表せ，b > aとなるような係数を適当に選択すればよい．

たとえば，b = 2，a = 1が考えられる．以上より，バリア

ント Vとして，(mt + 1 − st) + 2(K − mt)が得られる．

m5 verificationでは，上記のとおり作成したP3およびV

を使ってインバリアントやバリアントを記述し，それらの

証明責務を証明することでRequirement 1を検証した．

6.3 インスタンスモデルの作成

テンプレートモデルでは，入力データを表すキャリア集

合と，その演算方法を表す定数を抽象的に記述した．これ

らの抽象的なキャリア集合や定数を，与えられた仕様に

従って具体化したキャリア集合および定数に置き換えるこ

とで，インスタンスモデルを作成した．このインスタンス

モデル上で，Requirement 2を検証する．

6.4 Requirement 2の検証

5.2節の方法に従い，Requirement 2’を検証する．ま

ず m3 monitor において，監視機能全体を表すイベント

monitoringSystemを，仮想外部仕様 EX totalを使って定

義する．EX totalは，c3 monitorで定数として宣言する．

monitoringSystem =̂

WHEN

grd1：mt 
= ct

THEN

act1：mt := mt + 1

act2：monSts(mt + 1)

:= EX total(ctdSts(mt + 1) �→ phyCnf)

END

同時に c3 monitorで，外延的かつ部分的な外部仕様 EX

図 5 m3 monitor と m4 system のイベントの関係

Fig. 5 Relation of events in m3 monitor and m4 system.

を宣言する．このとき，以下のインバリアントが成立する．

inv4：∀n ·n ∈ 1..mt∧(ctdSts(n) �→ phyCnf) ∈ dom(EX)

⇒ monSts(n) = EX total(ctdSts(n) �→ phyCnf)

上記 inv4は，Requirement 2’における EX totalの前

提条件と一致する．

次に m4 systemにおいて，monitoringSystemを，モニ

タ表示処理に対応するシステムイベントmonUpdateStatus

に詳細化する．同時に，表示データ演算処理に対応するシ

ステムイベント sysUpdateStatusを追加する，これらのイ

ベント記述は，6.2節に示したとおりである．これらのイ

ベントの関係を図 5 に示す．

このとき，以下のインバリアントが成立する．

inv5：∀n · n∈1..mt⇒sysSts(n)=CTD 2 SYS(ctdSts(n)

�→ phyCnf)

また c4 systemにおいて，以下のとおり EX totalの定

義を与える．axmは公理のラベルである．

axm1：EX total = CTD 2 SYS;SYS 2 MON

さ ら に c4 system で は ，sysUpdateStatus お よ び

monUpdateStatus が使用する関数 CTD 2 SYS および

SYS 2 MON を，与えられた内部仕様に従って具体化す

る．ここでは例として CTD 2 SYS の具体化方法を示

す．たとえば，IF-THEN-ELSE 制御構造に基づく「IF

ctdSts == 0 THEN sysSts = 2 ELSEIF phyCnf == 0

THEN sysSts = 1 ELSE sysSts = 0」という内部仕様が与

えられた場合，CTD 2 SYSは，上記手続きの実行後に成

立するデータ制約式によって，以下のとおり具体化できる．

axm2：CTD 2 INT SGN = {ctdSts,phyCnf, sysSts ·
(ctdSts = 0 ⇒ sysSts = 2) ∧ (¬(ctdSts = 0) ∧
phyCnf = 0 ⇒ sysSts = 1) ∧ (¬(ctdSts = 0) ∧
¬(¬(ctdSts = 0) ∧ phyCnf = 0)) ⇒ sysSts = 0)

| ctdSts �→ phyCnf �→ sysSts}
上記 axm1および inv5に基づき，monitoringSystemか

ら monUpdateStatusへの詳細化の際に課せられる以下の

証明責務 SIMを証明できる．

SIM：∀n · n ∈ 1..mt ⇒ EX total(ctdSts(n) �→ phyCnf)

= SYS 2 MON(sysSts(n))

この証明責務 SIMを証明することで，内部仕様導入後の
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表 1 証明責務の証明結果

Table 1 Statistics of the proof obligations.

m4 systemにおいても inv4が成立することを示せる．

続いて c5 verificationにおいて，与えられた外延的かつ

部分的な外部仕様に従って EXを具体化する．たとえば，

外延的かつ部分的な外部仕様が「設備状態データが 0で物

理設定が 1の場合，モニタ表示結果は 5である」という仕

様の場合，EXは以下のとおり具体化できる．

axm3：EX = {(0 �→ 1 �→ 5)}
本研究では，上記のような仕様を例として 4つ用意し，

EXを具体化した．

最後に m5 verificationにおいて，Requirement 2’の

論理式に相当する以下の定理を導入する．thmは定理のラ

ベルである．

thm1：EX ⊆ EX total

上記インバリアント inv4と定理 thm1を証明すること

で，Requirement 2’を検証した．

7. 証明結果

6.2 節および 6.4 節に示した検証方法に基づき，Rodin

platform上で証明責務の生成と証明を行った．その結果，対

象の監視機能がRequirement 1およびRequirement 2

を満たすことを示せた．

本研究で実際に開発したテンプレートモデルおよびイン

スタンスモデルのそれぞれに対して，Rodin platformが生

成した証明責務の数と，その証明結果を示す．6章では説

明の都合上，Event-Bモデルを省略して説明したが，本章

に示す証明結果は，実際に作成した Event-Bモデルの証明

結果である．「自動証明」「手動証明」の項目はそれぞれ，

Rodin platformの自動証明機能によって自動証明できた

証明責務の数と，Rodin platformの提供する対話証明機能

を使って手動で証明した証明責務の数を表す．「証明不要」

の項目は，インスタンスモデルの証明責務のうち，テンプ

レートモデルの証明結果を再利用できるため証明不要と判

断した証明責務の数を示す．「対話証明率」の項目は，証明

責務全体に対する対話証明の割合を表 1 に示す．

上表のとおり，12.6%の証明責務を対話証明によって行っ

た．この対話証明には約 7 人日の工数がかかった．また

6.4節で述べたとおり，本研究では例として 4つの仕様か

らなる外延的かつ部分的外部仕様を扱ったが，実際にはよ

り多くの仕様が存在する．仕様を 1つ追加するごとに証明

責務が 1つ追加生成されるため，仕様の数に応じて，証明

責務の数は線形的に増加する．

8. 評価

本研究で検証した列車監視システムはコンソールシステ

ムの一種であり，電力や水道など多くの分野で類似のシス

テムが運用されている．他分野のコンソールシステムで

は，監視対象の設備が異なるため，入力データの種類やそ

の演算方法も異なる．一方で，「外部から受信した入力デー

タを演算し，その演算結果をモニタに表示する」という基

本的な機能および構成や，「入力データに応じて漏れなく，

誤りなくモニタ表示を行う」という要件は共通である．そ

のため本ケーススタディは，他分野のコンソールシステム

を検証する際の先行事例として有用である．特に本研究で

は，コンソールシステムの可変点となる入力データの種類

やその演算方法を抽象化してテンプレートモデルを作成し

た．よって，テンプレートモデルが含む抽象的なキャリア

集合や定数を，コンソールシステムごとの具体的なキャリ

ア集合および定数に置き換えるだけで，その検証のための

インスタンスモデルを得られる可能性がある．その場合，

テンプレートモデル上で行ったRequirement 1の検証結

果を再利用できる．

また，4.2節および 5.2節に示した提案方法は，コンソー

ルシステムに限らず一般的に有効と考えられる．4.2節に

示した補助式 P3の発見方法では，P3が関係する 2つの論

理式 �(P3 ⇒ (P3 Until P2))，および �(P1 ∧ ¬P2 ⇒ P3)

が，対象システムの性質として成立するように P3を構成

する．これらの論理式が対象システムにおいて成立するか

を判断するためには，P1や P2に含まれる変数や定数に関

して，対象システムの振舞いを把握できればよい．そのた

め，対象システムにおける上記変数の値遷移を分析し，得

られた遷移上において，上記論理式が成立するように P3

を構成する．変数の値遷移は，当該変数に代入を行うイベ

ントを参照することで把握できる．上記手順により，本提

案方法は�(P1 ⇒ ♦P2)の形式の Progress要件を持つ，任

意のシステムの検証に有効と考えられる．同様にバリアン

ト Vの作成方法も，Progress要件を持つ任意のシステム

の検証に有効である．また，文献 [15]では Existence要件

（�♦P），および Persistence要件（♦�P）の検証方法を示
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しているが，これらの検証でもバリアント Vが必要にな

る．よって本稿で提案したバリアント作成方法は，これら

の要件を検証する際にも有効である．一方で本方法の適用

の際には，検証者が仮バリアントを発見できることが条件

となる．6.2節に示した本事例のように，バリアント Vの

作成段階になって仮バリアントが不適切であると判明し，

他の仮バリアントを再作成しなければならない場合もあ

る．ただし，仮バリアントの作成は 1つのシステムイベン

トに注目して行うため，すべてのシステムイベントを考慮

する必要のあるバリアント Vの作成よりは容易である．

5.2節に示した仕様の無矛盾検証方法は，外部環境からの

入力を受け付けて出力を行うシステムのうち，外延的かつ

部分的な外部仕様と内包的な内部仕様の双方の仕様によっ

て定義されるシステムに有効である．特に，コンソールシ

ステムの開発では，入力データの組合せや条件分岐の多さ

から全域的に外部仕様を定義できず，外延的かつ部分的に

外部仕様を定義することが多い．そのため，本方法が有効

となる．本方法ではまず，内部仕様と一致する理想的な仮

想外部仕様 EX totalを導入する．次に，外延的かつ部分

的な外部仕様 EXの定義域内において，内部仕様に従って

出力されたモニタ表示と上記仮想外部仕様 EX totalが一

致することを証明する．証明の範囲を EXの定義域内に限

定する理由は，EXは部分関数であり，EXの定義域外は仕

様未定義により検証範囲外となるためである．そして最後

に，EXが EX totalに含まれることを証明する．この方法

により，EXの定義域内においては，EXは EX totalと無

矛盾であり，同定義域内において EX total一致する内部

仕様とも無矛盾であることを示せる．

また本研究では，仮想外部仕様として EX total =

CTD 2 SYS;SYS 2 MONとなる EX totalを採用したが，

Requirement 2’ の前提条件を満たすなら，どのよう

な仮想外部仕様でもかまわない．たとえば EX total’ 
=
CTD 2 SYS;SYS 2 MONとなる EX total’を仮想外部仕

様として採用した場合でも，提案方法による検証が可能

である．EX total’ は Requirement 2’ の前提条件を満

たすため，EXの定義域内においては，内部仕様に従って

出力されたモニタ表示結果と一致する．このとき，EXが

EX total’に含まれるならば，少なくとも EXの定義域内

においては，EXは EX total’と無矛盾であり，同定義域

内において一致する内部仕様とも無矛盾である．本研究で

は EXの定義域外でも内部仕様と一致するような仮想外部

仕様 EX totalを採用したが，EXの定義域外は検証範囲外

であるため，必ずしも仮想外部仕様と内部仕様が一致する

必要はない．ただし，上記 EX total’を仮想外部仕様とし

て採用した場合は，6.4節の証明責務 SIMの証明に axm1

を使用できないため，EX total’に関する別の公理から証

明責務 SIMを証明しなければならない．

また本研究で作成した Event-Bモデルでは，システム・

装置間の通信の遅れを無視した．通信の遅れによって入力

データの誤りや送受信周期の不一致が生じた場合は，本稿

で検証した要件を満たさない可能性が高い．今後通信の遅

れを考慮する場合は，その場合に求められる要件について

検討する必要がある．

9. 関連研究

1章で述べたとおり，Event-Bによる検証では，先行事例

の模倣が有効である．Event-Bのケーススタディとして，

文献 [7], [8], [9], [10]などが報告されているが，本稿のよう

にコンソールシステムに属するシステムを対象としたケー

ススタディは見当たらない．そのため本ケーススタディ

は，Event-Bによるコンソールシステムの検証方法を示唆

する先行事例として位置づけられる．

また 5.1節でも触れたとおり，従来から Bメソッド [11]

は，全域的な外部仕様（本稿における仮想外部仕様）とその

実現のための手続き仕様（本稿における内部仕様）との無

矛盾性を検証する手法を提供しており，近年では Event-B

による方法 [10], [18], [19]も提案されている．これに対し，

本稿では，従来の手法では検証できない外延的かつ部分的

な外部仕様を対象とする検証方法を提案した．本提案方法

では，従来手法の対象とする全域的な外部仕様を仮想外部

仕様として導入し，従来の段階的詳細化を用いて仮想外部

仕様と内部仕様との無矛盾性を検証する．その後に，外延

的かつ部分的な外部仕様が，仮想外部仕様に含まれること

を証明する．つまり本提案方法を適用する際には，従来の

段階的詳細化に基づくモデル化のノウハウや，既存の事例

などを活用できる．段階的詳細化を用いることで，モデル

を見通し良く記述し，証明すべき性質をより自動証明しや

すい性質に分割できるという利点もある．

本稿で示した検証方法は，Rodin platformの生成する証

明責務を証明することで，Rodin platform上で統一的に

要件を検証するという方針に基づく．この方針にこだわら

ない場合，活性の検証にはモデル検査ツール [20]を使用す

るという選択肢も考えられる．モデル検査では，仕様規模

の増加にともなって検査対象の状態数が指数関数的に増加

（状態爆発）するため，実用的な時間内に検査が終了しない

可能性がある．あるいは，計算機のメモリ不足によって検

査が強制終了する場合もある．これに対して文献 [21]では，

Event-Bで記述した仕様にモデル検査を適用する際に有効

となる，仕様抽象化方法を提案している．このような抽象

化方法を用いることで，モデル検査で検証可能な Event-B

仕様の規模が広がる．また，外延的な外部仕様と内部仕様

との無矛盾性検証手段として，アニメータ [22]を活用する

方法も考えられる．アニメータを使ってモデルを実行し，

その実行結果が，外延的に定義された外部仕様と一致する

かを確認する．ただしアニメータを使用する場合，外延的

に与えられる外部仕様の数と同じ回数だけモデルを実行す
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ることになるため，モデル実行を自動化できることが望ま

しい．

また，多くのコンソールシステムでは，入力データの受

信からモニタ表示までの実時間制約が存在する．たとえば

本稿で対象とした列車監視システムの場合，設備状態デー

タを受信してから 1秒から 2秒程度の時間内にモニタ表示

を完了することが求められる．しかし上記のような実時間

制約は Event-Bでは直接検証できない．一方でモデル検査

を用いる場合は，実時間に関する制約を検証するための手

段として，時間オートマトン [23]に基づく手法を活用でき

る可能性がある．

10. まとめ

列車監視システムの監視機能を，Event-Bで検証した．

本稿では，まず対象の監視機能に求められる要件を定義

し，その検証にあたっての課題を示した．そして，課題解

決のための以下の方法を示した．まず活性の検証のため，

変数の状態変化を分析することで補助式 P3を作成する方

法を示した．同様に，イベントごとに仮バリアントを作成

し，適切な係数を設定して足し合わせることでバリアント

Vを作成する方法を示した．また外延的かつ部分的な外部

仕様の検証のため，全域的な外部仕様を仮想的に導入し，

リファイメントに基づいて検証する方法を示した．そして

上記の方法に基づいて対象の監視機能を Event-Bで形式モ

デル化し，対象がその要件を満たすことを検証した．

最後に今後の課題を述べる．8章で述べたとおり，本研

究では通信の遅れを無視したため，通信の遅れを考慮した

場合の要件の設定と，モデル作成および検証が今後の課題

となる．また本稿で提案した方法を，他システムの検証に

おいて適用，評価することも今後の課題である．
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付 録

A.1 Requirement 2とRequirement 2’の
同値性の証明

まずRequirement 2’が成立するとき，Requirement 2

が成立することを証明する．Requirement 2’より，EXの

定義域に含まれるmt回以内の入力データに対してEX total

を適用した結果は，モニタ表示結果と一致する．また，関

数 EXは全域関数 EX totalの部分集合であるため，EXの

定義域に含まれる任意の引数に対して EXを適用した結果

は，EX totalを適用した結果と一致する．以上より，EX

の定義域に含まれる mt回以内の入力データに対して EX

を適用した結果は，モニタ表示結果と一致する．

同様に，Requirement 2が成立するとき，Require-

ment 2’が成立することを証明する．Requirement 2よ

り，EXの定義域に含まれるmt回以内の入力データに対し

て EXを適用した結果は，モニタ表示結果と一致する．こ

こで，ある任意の全域関数 EX totalを与え，EXの定義域

に含まれるmt回以内の入力データに対して EX totalを適

用した結果は，モニタ表示結果と一致するとする．このと

き，EXの定義域に含まれる mt回以内の入力データに対

して EXを適用した結果は，EX totalを適用した結果と一

致する．EX totalは全域関数であるため，EXは EX total

の部分集合といえる． �
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